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　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１０年３月１９日市長決裁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１１年２月１９日市長決裁
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平成３０年３月２９日市長決裁

　（趣旨）

第１条　この要領は、市民等が主催する事業の新座市の後援に係る手続等に関し必要な事項を定めるものとする。

　（後援基準）

第２条　市民等が主催する事業のうち、次の各号に該当するもので、かつ、公益性が認められるものは、主催者の求めに応じ、後援することができる

ものとする。

(1)　市の施政方針及び施策に反しない事業であること。

(2)　主として市民を対象にする事業又は市民に密接な関係のある事業

であること。

(3)　宗教活動、政治活動又は営利活動に関係しない事業であること。

(4)　次に掲げるいずれかの事業に該当すること。

ア　コミュニティの醸成に関する事業

イ　国際化の推進に関する事業

ウ　自然環境、生活環境の保全等に関する事業

エ　防災意識の高揚に関する事業

オ　産業振興に関する事業

カ　市民福祉の向上に関する事業

キ　健康増進に関する事業

ク　学校教育、社会教育の振興に関する事業

ケ　芸術・文化の向上、普及に関する事業

コ　スポーツの振興に関する事業

サ　生涯学習の推進に関する事業

シ　男女平等を始めとした人権意識の高揚に関する事業

ス　その他市長が必要と認める事業

　（申請手続）

第３条　後援を受けようとする者は、後援申請書（様式第１号）に必要事項

を記載し、事業実施日の１５日前までに総合政策部秘書広聴課に提出するものとする。ただし、事業内容が市業務と密接に関連する場合、又は事業主催者の事務局が市部局内に置かれている場合は、その所管する部署に提出するものとする。

　（後援の承認等）

第４条　前条の後援申請書を受理したときは、速やかに後援の可否について秘書広聴課長の決裁を得るものとする。この場合において、前条ただし書に規定する部署については、秘書広聴課長の合議を経るものとする。

２　前項の規定により後援の可否を決定したときは、速やかに申請者に通知するものとする。

３　後援を承認するときは、必要に応じて条件を付すことができるものとす

る。

　（承認の取消し）

第５条　事業の後援を承認した後において、当該事業が第２条各号に該当し

ない事業又は公益性に反する事業であること等、後援にふさわしくないものであることが判明したときは、当該後援を取り消すことができるものとする。

　（実績報告書の提出）

第６条　後援事業が終了したときは、必要に応じて実績報告書（様式第２

　号）の提出を求めることができるものとする。

　（事務処理手続）

第７条　後援に係る事務は、総合政策部秘書広聴課において処理する。

　　　附　則

　この要領は、決裁のあった日から実施する。（平成１０年３月１９日）

　　　附　則

　この要領は、決裁のあった日から実施する。（平成１１年２月１９日）

　　　附　則

　この要領は、決裁のあった日から実施する。（平成１３年１１月２６日）

　　　附　則

　この要領は、平成２１年４月１日から実施する。

　　　附　則

　この要領は、平成３０年１月１日から実施する。
附　則

　この要領は、平成３０年４月１日から実施する。
